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新潟市は，超高齢社会や環境問題への対応とあわせ，拠点性の強化が求められ

ているなか，新潟らしいコンパクトなまちづくりとして「多核連携型都市」を目

指し，交通施策と連動したまちづくりを推進しており，市民の快適な暮らしを支

え過度に自動車に依存しなくても誰もが移動しやすい交通環境の実現に向けた取

り組みを進めている。 

本委員会は，新潟市全体として快適に移動できる交通環境の実現を目指し，と

りわけ都心部におけるサービスレベルの高い基幹公共交通軸の実現に向けた新た

な交通システムの導入方向性を明確にすることを目的に設置された。 

今回の報告は，平成２２年８月から５回にわたり，新潟市における新たな交通

システムの導入方向性について議論した内容をとりまとめたものである。 

本報告を踏まえて，引き続き全市的視点で誰もが移動しやすい交通環境の実現

に向けて取り組みを着実に進め，新たな交通システムの早期実現を目指していた

だきたい。 

 

 

新潟市新たな交通システム導入検討委員会
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検討体制と検討内容 

◆検討体制 

 
  ※１ 都市交通推進課 （平成２２年度）  →  新交通推進課（平成２３年度） 

 

◆検討内容 

本委員会では，基幹公共交通軸を基本としたルートを対象に，新たな交通システム

としてＢＲＴ、ＬＲＴ、小型モノレールの３つのシステムについて多角的な視点から

メリット・デメリットを整理し，新たな交通システムの将来的な導入方向性を明確化

するとともに，実現化に向けた課題を抽出する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

１．新たな交通システムの必要性 
 

(1) 公共交通を取り巻く現状と課題 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 公共交通を取り巻く現状と課題 

・高齢化の進展 ⇒ 高齢者を含めた交通弱者の移動手段の確保が必要 

・公共交通利用者の減少 ⇒バス路線の廃止などによるサービスレベルの低下を招き，利用者がさ

らに減少するといった“負のスパイラル”が発生する可能性がある 

・環境負荷の増大 

(旅客分野における１人当たり二酸化炭素排出量 全国都道府県庁所在地ワースト３) 

○ 新潟市での人の動きの特徴 

・自動車利用は増加しているが，公共交通の利用者は減少 

・中央区内での発生集中量が最も多い 

・中央区内では基幹公共交通軸内々の人の移動が多い 

〔概要〕 

○ 新潟市では，近年人口が微増傾向にあるものの，高齢化が進展しつつあり，自動車

の利用が難しい高齢者をはじめ，誰もが使いやすい移動手段の確保が必要である。 

○ 自動車利用者の増加により，渋滞発生や環境負荷の増大，公共交通利用者の減少と

いった問題があり，公共交通サービスの向上により，自動車利用抑制と公共交通利

用促進が望まれる。 

○ 新潟市における人の移動は，新潟駅，万代地区，古町地区などを含めた中央区に関

するものが最も多い。 

● 新潟市に想定人口の推移 

出典：新・新潟市総合計画 
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● 新潟市における人の動き 

● バス利用者数の推移 

● １人当たりの二酸化炭素排出量（旅客分野） 

● 代表交通手段分担率 

資料：新潟交通株式会社（高速バスを除く） 

出典 :平成19年3月環境省地球環境局「地球温暖化対策とまちづくりに関する検討会」報告資料集 
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(2) 新潟市のまちづくりと公共交通体系 

○ 新潟市が目指すまちづくりの方向性（新潟市都市計画マスタープラン） 

 

◆ 田園に包まれた多核連携型都市（～新潟らしいコンパクトなまちづくり～） 

・まちなかを中心としたまとまりのある（コンパクトな）まちを形成し，区（生活圏）の

自立を高める 

・各区の連携を高める 

・交通と連動したまちづくりを推進する 

⇒様々な個性と魅力をもつ連合体としての新潟市を目指す 

 
 
 
 
 

○ 新潟市が目指す公共交通体系（にいがた交通戦略プラン） 

 

◆ ３つの観点から全市的な公共交通ネットワークの構築を目指す 

（１） 基幹公共交通軸の強化 （新たな交通システムの導入） 

⇒都市機能（医療，教育，商業，文化・スポーツ，行政など）が集中する都心の主

要拠点を結ぶサービスレベルの高い公共交通を整備する 

 

（２） 都心アクセスの強化 （鉄道・路線バス） 

⇒都心に行きやすく，地域間の結びつきを強化する公共交通を整備する 

 

（３） 地域内の生活交通の確保 （区バス・住民バス） 

⇒各地域に応じた公共交通を確保する 

〔概要〕 

○ 新潟市では，新潟らしいコンパクトなまちづくりとして｢多核連携型都市｣を目

指し，交通施策と連動したまちづくりを推進している。 

○ まちづくりを支える公共交通ネットワークについて，人の移動の特性や交通量

を考慮し，「基幹公共交通軸の強化」，｢都心アクセスの強化｣，｢地域内の生活交

通の確保｣の３つの観点から公共交通の利用環境の整備に取り組んでいる。 
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田園に包まれた多核連携型都市 ～新潟らしいコンパクトなまちづくり 

 
（１） 基幹公共交通軸の強化 （新たな交通システムの導入） 

（２） 都心アクセス強化  （鉄道・路線バス） 

（３） 地域内の生活交通確保 （区バス・住民バス） 

・基幹公共交通軸形成に向けた「にいがた基幹バス（りゅーとリンク）」の運行 

・バス専用レーンの導入検討 （新潟駅～市役所間） 

・新たな交通システムの導入検討 

・パークアンドライドの拡充 （駅や高速バス停留所で：全市で約８５０台駐車可能） 

・越後線の利便性向上 （駅周辺整備，バスとの連携強化） 

・南区方面のバス交通の強化 (バス停上屋・駐輪場，快速バスの充実) 

・高速道路の活用および幹線道路整備の推進(新津西スマートＩＣ，新潟中央環状道路など) 

・各区の鉄道駅など交通拠点へのアクセス改善 

・バリアフリーの推進 （駅のバリアフリー化，超低床バスの導入促進など） 

・住民バスへの積極的な支援 （運行経費の一部を助成） 

・区バスの改善や新たな移動形態の構築 

（ニーズにあった効率的運行，デマンド交通の導入検討など） 

● 新潟市が目指す公共交通体系【にいがた交通戦略プラン】 

● 新潟市が目指すまちづくりの方向性【都市計画マスタープラン】 

 
基幹公共交通軸 

都心アクセス 

骨格幹線バス 

フィーダーバス等 

地域内の生活交通 

鉄道（ＪＲ） 
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(3) 新たな交通システムの必要性 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 新たな交通システムの必要性 

◆ 人の動きや都市機能の視点からの公共交通の必要性 

・都心の高次都市機能 （都心部に病院や業務施設などが集中） 

・都心（中央区）への移動の集中 

   （新潟都市圏における鉄道･バス・自動車移動のうち45％が中央区関連） 

・都心内の回遊性確保の必要性 

◆ 利用者の視点に立った公共交通の必要性 
 ・わかりやすく，使いやすい魅力的な公共交通の導入による利用者の利便性向上 

 
 

基幹公共交通軸における「新たな交通システム」の導入 

〔概要〕 

○ まちなかには，公共施設や主な商業施設など高度な都市機能が集積しており，

市民や来訪者が容易に都心の都市機能を享受できるようなサービスレベルの高

い公共交通が必要である。 

○ 基幹公共交通軸に新たな交通システムを導入し，都心アクセス軸との有機的な

連携を図ることにより，全市的な公共交通ネットワークを形成することで円滑

に移動しやすい利用環境を整備していく必要がある。 

● 基幹公共交通軸における都市施設の配置 
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２．検討上の前提条件 

 (1) 導入検討区間 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 新たな交通システムの導入検討区間の選定条件 

・ 人の移動が多い 

・ 公共交通の必要性や導入効果が高い 

・ 都市拠点・交通拠点を結ぶ区間 

 

 

○ 対象区間 

・ 基幹公共交通軸と万代島へのアクセスを対象とする（区間Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ） 

（都心アクセスとの連携を図り，全市的なネットワークを形成する） 

 

〔概要〕 

○ 検討対象区間を，人の移動が多く，高次都市施設の多い「基幹公共交通軸（区

間Ａ，Ｂ，Ｃ）」と，広域的な交流を支える施設や集客施設のある「新潟駅～

万代島（区間Ｄ）」とする。 

○ 検討対象区間について，各区間の特徴を踏まえ，Ａ～Ｄ の４つの区間を設定

した。 

● 新たな交通システムの導入検討区間 
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 (2) 検討対象システム 
 

 

 

 

 

 

 

○ 新たな交通システムに求められる機能 

・基幹公共交通軸の需要量に見合った輸送力 

・公共交通としてのサービス向上に必要な機能 

（定時性・速達性や乗り換えやすさ） 

・わかりやすさ・受け入れやすさのために必要な機能 

 (車両や駅施設などのシンボル性，路線や時刻の案内のわかりやすさ) 

・その他公共交通としての必要な機能 

 （環境への配慮，超高齢社会への対応（ユニバーサルデザイン）など） 

 

 

○ 導入候補となる交通システム 

・ ＢＲＴ，ＬＲＴ，小型モノレールを検討対象とする。 

〔概要〕 

○ 基幹公共交通としての利便性をさらに向上するために公共交通に求められ

る機能や，新潟市の都市規模に応じた新たな交通システムの事業規模や輸送

力を考慮し，次世代型バスシステム（ＢＲＴ），次世代型路面電車システム

（ＬＲＴ），小型モノレールの３つのシステムを検討対象とした。 

 ●新たな交通システムの種類と特徴 
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○ 新たな交通システムの特徴 

・車両は，新しいタイプのスタイリッシュな車両とし，市民に受け入れやすく，基幹公共交通と

してのシンボル性を高めるものとする 

 

○ 各システムの概要 

  BRT…在来バスを高度化した交通システム 

  LRT…従来の路面電車を高度化したシステム 

  小型モノレール…従来モノレールよりも車両を小型化し，建設費を安くしたシステム 

●各システムの主な特徴とイメージ 

ナント市（仏） ナント市（仏）

ナント市（仏） ナント市（仏）

シンガポール 那覇市
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３．導入ルートの評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 優先整備区間の選定ポイント 

新たな交通システムの導入による効果が高い（需要が多い・需要が見込める区間を選定）

 

需要量：区間別の利用者数が多い 

 

需要が見込まれる都市施設が沿線に配置されている  

 

交通拠点との連携が図られ，交通結節点の設定がしやすい 

【優先整備区間】 
白山駅～市役所～新潟駅～市民病院【区間Ａ】

を優先的に整備する区間として設定する 

【区間Ａ以外】 
既存公共交通を強化し，

区間Ａと連携を図る 

〔概要〕 

新たな交通システムを優先的に整備していく区間として，白山駅～市役所～新潟駅

～鳥屋野潟南部（市民病院）を選定した。特に都心軸（市役所～古町～新潟駅）を最

優先とするべきである。 

● 導入区間の評価 

〔補足：区間Ａ以外の考え方〕 

将来的な新たな交通システムの拡充を想定しながら，当面は需要に応じたサービスの検討を図る 

・区間Ｂ～区間Ｄと基幹公共交通軸と連携した公共交通ネットワークの形成 

⇒交通結節点において区間Ａと連携を図る 
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４．システムの評価 

(1) 評価指標の考え方 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

STEP1 新たな交通システムの評価指標の設定 
 

 

 

 

 

 

 

    
(1)  まちのイメージへの寄与 

(2)  自動車利用者等への影響 

(3)  環境負荷の低減 

(4)  需要変化への対応 

(5)  バリアフリー対応 

  
(6)  定時制確保 

(7)  停留所までのアクセス 

(8)  速達性向上 

(9)  乗換のしやすさ（連続性確保） 

(10) 新潟市の気候への配慮 

(11) わかりやすさ 

    
(12) 採算性 

(13) 公的負担額 

  
(14) 導入空間の確保 

(15) 運行開始までの年数 

Ⅰまちづくりに関する視点 Ⅱシステムの性能に関する視点  

Ⅲ事業規模等に関する視点 Ⅳ事業環境に関する視点 

STEP２ 地域特性や前提条件の変化を踏また評価 
 

 

STEP３ 特に重視すべき評価指標の抽出 
 

 

STEP４ 比較上「特に重視すべき評価指標」によるシステムの比較 

② 前提条件による変化 

〔概要〕 

○ 新たな交通システムの導入効果をわかりやすく把握するため，「まちづくり」，

「システムの性能」，「事業規模等」，「事業環境」といった４つの視点で整理し

た。 

① 地域特性を考慮 

○ システム毎の差の大きさ（差の大きいものの抽出） 
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 (2) システムの評価結果 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「Ⅲ事業規模等」の視点で考えた場合 
 

事業採算性や公的負担額の面で特に優位であるため，導入しやすい。 

 

事業採算性や公的負担額の面で，今後の公共交通利用促進の取り組み等により

需要を確保することが必要 

 

ＬＲＴよりもさらに需要が顕著に増加しなければ事業採算性や公的負担額の面で課

題がある 

〔概要〕 

○ ｢まちづくり｣や「システムの性能」｢事業規模｣「事業環境」の観点から，基幹公

共交通軸に導入する新たな交通システムとして，ＢＲＴ，ＬＲＴが望ましいと考

える。 

○ なお，小型モノレールは，区間Ｄを含めた広域的な拠点を結ぶルートに適する可

能性があると考えられる。 

○「Ⅰまちづくり」「Ⅱシステムの性能」「Ⅳ事業環境」 

の視点で考えた場合

連続性の確保の面で特に優れ，郊外からの利用者の利便性を確保が可能。運行

開始までの期間について，建設期間が比較的短く，大きな制約がないため，早

期運行が可能。 

 

まちづくりのイメージへの寄与（シンボル性）や環境負荷低減の面で特に優れ

ている。運行開始までの期間について，建設期間が比較的長く，新潟駅高架下

交通広場の完成までは南北方向通過できないので車庫や変電所などの設置空間

の確保が課題である。 

 

まちのイメージへの寄与（シンボル性，眺望）や環境負荷低減の面で優れてい

る。導入空間の確保の点から既存空間における確保が難しい区間が多い。 

ＢＲＴ： 

LＲＴ： 

ＢＲＴ： 

LＲＴ： 

※小型モノレール： 

※小型モノレール： 
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 メリット デメリット 

ＢＲＴ 
○ 郊外から専用走行空間への乗り入れ 

が可能 

○ 専用空間でなくても，一般道を走行可

○ 事業費が比較的低廉 

○ 柔軟性がある(路線変更等) 

○ 拡張性がある(将来的な) 

○ 建設期間が短い 

 

● レールがなく路線がやや分かりにくい

● 現時点では，内燃機関による駆動のた

め，車両からＣＯ２排出あり(将来的に

は燃料電池，電気自動車などの導入に

より解消) 

ＬＲＴ 
○ シンボル性が高い 

○ レールがあるため路線がわかりやす

い 

○ 電気駆動のため，車両からＣＯ２排出

なし 

○ 乗り心地がＢＲＴに比べよい 

 

● 事業費が比較的高価 

● 路線の自由度が比較的小さい 

● 郊外バス路線との交換あり 

● 建設期間が比較的長い 

● 導入空間の確保が一部区間で難しい 

 

小型 

モノレール 

○ シンボル性が高い 

○ レールがあるため路線がわかりやす

い 

○ 電気駆動のため，車両からＣＯ２排出

なし 

○ 高架構造物上を走行するため，一般交

通の影響を受けにくく，一般交通への

影響も少ない 

 

● 事業費が最も高価(他２システムに比

べ) 

● 路線の自由度が小さい 

● 郊外路線との交換あり 

● 期間が長く，上下移動がある 

● 建設期間が長い 

● 導入空間の確保が難しい区間が多い

(特に駅部) 

●各システムのメリットとデメリット 
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５．新たな交通システムの導入シナリオ 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 導入パターンの検討ポイント・方針 
 

〔検討ポイント〕 

・現段階で，BRT と LRTの機能や効果について費用の差ほどの大きな違いはない 

・新たな交通システムの早期導入によって，効果を早期発現させる必要がある 

〔検討方針〕 

・将来的な展開については，取り巻く環境の今後の変化を踏まえ判断していくことが賢明である 

〔概要〕 

・優先整備区間（区間Ａ）においては，当面ＢＲＴの早期導入を目指すべきである。

・今後の環境の変化を踏まえ，次のステップ（ＬＲＴへの移行等）について判断して

いく必要がある。 

※小型モノレールは、万代島へのアクセスを含めた広域的な拠点を結ぶルートに適する可能性がある。

● 導入シナリオの考え方 

◆前提事項 

 基幹軸の検討対象システム 
 

 

ＢＲＴの早期導入を目指し将来的な

ＬＲＴへの移行を視野に入れる 

◆将来的な展開のパターン 

パターンＢＬ１ 
将来のＬＲＴ導入を視野に入れ， 
将来の移行条件を含め先々判断 

パターンＢＬ2 
将来のＬＲＴ導入を前提とし， 

あらかじめ移行条件を設定し、先々判断 

◆導入シナリオ 

① 当面 BRT の早期導入を目指す 
都心軸における基幹公共交通軸の明確化や自動車からの転換促進，公共交通への乗り換えの定着など，

BRT早期導入により一定の効果が早期に期待できるため。 

② 今後の環境の変化を踏まえ，次のステップ（LRT への移行等）について判断する 
現時点では，｢バス路線の再編・集約｣，｢乗り換えの定着｣，｢架線レスＬＲＶの技術的確立｣，｢軌道

へのバスの乗り入れ｣，｢電気バスの普及状況｣などが移行条件として想定される。 

 

※ 引き続きＬＲＴへの移行の可能性について検討を進めていく 

※ 判断時期としては，新潟駅高架下交通広場の供用の目処がつく頃とする 

※ 将来的にＬＲＴを導入する場合を想定して，手戻りがないようにできる限り配慮する必要がある 

基幹軸の優先整備区間 
  

ＢＲＴ 
 

ＬＲＴ 
・区間Ａを優先整備区間とする 

・特に区間Ａ①を最優先とする 

将来的な展開は，今後の環境の変化

を踏まえ判断していくことが賢明 
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可能な限り早期に 高架下交通広場 

（南北貫通） 

LRT への移行

（BRT 継続） 

時間軸

???年平成 23

ここでは，この期間が相当年ある可能性を考慮する 

（1 つの目安として，ＢＲT の車両更新が必要となる概ね 10 年前後）

平成 30 年代前半 

・りゆーとリンク（現状）の強化 
・バス専用レーンの設置・運用など 

 
BRT 

 
LRT 

 
BRT 

区間 A①のみ 
【市役所～新潟駅】 

区間Ａ全線 
【白山駅～市役所～新潟駅～鳥屋野潟南部（市民病院）】 

＜BRT から LRT への移行条件等＞ 

条件等：１）需要の拡大，２）バス路線の再編・集約，３）乗り換えの定着，４）財政状況  

５）架線レスＬＲＶの技術的確立，６）軌道へのバス乗入，７）電気バスの普及状況 

８）環境意識の向上 など 

◆次のステップ（LRT への移行等）の見通しについて判断！ 
方
向
性
判
断 

現状 

◆新たな交通システムの導入シナリオ （パターン BL１） 
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６．新たな交通システムの実現に向けた課題 
 

新たな交通システムの早期実現に向けて，今後具体的な検討を進め，詳細な計画づ

くりに取り組んでいくうえで，下記の課題に対応する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔概要〕 

○ 新たな交通システムの早期実現に向け，ユニバーサルデザインや全市における段階的

な公共交通サービスの向上について検討するとともに，継続的な事業推進や、まちづ

くりと連携した新たな交通システムの導入に向けた合意形成を図る必要がある。 

○ 事業の推進及び運営にあたっては，市民・交通事業者・市が情報共有や協力を行いな

がら，一体的に，また継続的に取り組んでいく必要がある。 

○ 今後の課題 

〔ユニバーサルデザイン〕 

① ユニバーサルデザインの視点で高齢者をはじめとするすべての利用者にとって安全で安心な利用

環境の整備を目指す必要がある 

② 誰も（市民や来街者）が利用したくなるよう，わかりやすくかつ使いやすい魅力的なシステムを目

指す必要がある 

〔公共交通のサービス向上に向けて〕 

③ 全市的な公共交通ネットワーク形成の観点から，郊外からの利用者の利便性向上も考慮し，既存交

通事業者とともに，バス路線再編や乗換施設，運行計画（頻度，運賃制度等）などについて，具体

的な検討・協議しながら進めていく必要がある 

〔継続的な事業の検討・推進〕 

④ 走行空間の確保について，沿道土地利用や沿道利用実態，道路交通運用の在り方を踏まえ，関係者

と意見調整しながら，バスレーンの設置段階から検討していく必要がある 

⑤ 事業費や事業採算性について，導入時期による効果の差異を考慮しながら詳細に検討する必要があ

る 

⑥ 新たな交通システムの持続的・安定的な運行が可能となる仕組みづくりにあたっては，事業方式や

運営方式について，市の関与のあり方も含め，財政状況等を踏まえながら明確にしていく必要があ

る 

⑦ 市内各区の交通も含め現状の課題を整理し，既存公共交通の強化について着実に取り組んでいく必

要がある 

〔まちづくりや合意形成に向けて〕 

⑧ まちなかにおける自動車交通のあり方を明確に示し，新たな交通システム導入に伴う現在の自動車

交通への影響を検証していく必要がある 

⑨ 市民が新潟市のまちづくりや公共交通に関するビジョンを共有し，新たな交通システムを自ら使い

やすいように育てていくことができるよう，広報・広聴活動，意向把握などについて持続的に努め

ていく必要がある。 
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巻末資料 
 

 

資料１：新潟市新たな交通システム導入検討委員会 委員名簿 

資料２：委員会の検討経緯 

資料３：ルートの評価（区間別特性と課題の整理） 

資料４：新たな交通システムの評価（一覧表） 

資料５：導入パターン 
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資料１ 新潟市新たな交通システム導入検討委員会 委員名簿 

 

 

新潟市新たな交通システム導入検討委員会 

委員名簿 

 

（順不同，敬称略） 

所属等 氏名 

横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授 中村 文彦     ◎ 

新潟大学経済学部准教授 大串 葉子 

長岡技術科学大学環境・建設系准教授 佐野 可寸志 

NPO法人まちづくり学校 代表理事 長谷川 美香 

フリーアナウンサー 遠藤 麻理 

中央区自治協議会 委員 （村尾 建治） 

新潟の新公共交通をつくる市民の会 会長 古舘 邦彦 

新潟市消費者協会 会長 櫻井 喜美子 

新潟商工会議所事業部次長 井上 達也 

新潟市商店街連盟 理事長 大矢 純一 

東日本旅客鉄道株式会社新潟支社総務部企画室長 西田 聡 

新潟交通株式会社乗合バス部長 古川 公一 

国土交通省北陸地方整備局企画部広域計画課長 井澤 慎治 

国土交通省北陸地方整備局新潟国道事務所長 田中 倫英 

国土交通省北陸信越運輸局企画観光部交通企画課長 鈴木 延明 

新潟県交通政策局交通政策課長  田村 定文 

新潟県警察本部交通部交通規制課長 本間 敏雄 

新潟市技監 吉田 信博 

以上 計１８名  ◎：委員長 

 

期間中の異動等 

※１ 中央区自治協議会委員の任期満了まで（平成２３年３月末まで） 

※２ 新潟商工会議所 理事・事務局長  小池 秀明（平成２２年度） 

    → 新潟商工会議所事業部次長  井上 達也（平成２３年度） 

 

※１ 

※２ 
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資料２ 委員会の検討経緯 

 

新潟市新たな交通システム導入検討委員会 検討経緯 

第 1 回 新潟市新たな交通システム導入検討委員会 （平成 22 年 8 月 26 日開催） 
 

（議題） 

○ 委員会設置要綱の承認と委員長の選出 

○ 委員会の進め方 

○ 新潟市における新たな交通システムに関するこれまでの検討内容 

○ 新たな交通システムの評価視点および指標 

第 2 回 新潟市新たな交通システム導入検討委員会 （平成 22 年 10 月 26 日開催） 
 

（議題） 

○ 今後の進め方 

○ 新たな交通システム評価視点および指標（案） 

第 3 回 新潟市新たな交通システム導入検討委員会 （平成 22 年 12 月 21 日開催） 
 

（議題） 

○ 今後の進め方について 

○ 新たな交通システムのルート評価について 

○ 新たな交通システムの評価について 

○ 新たな交通システムの導入パターンについて 

第 4 回 新潟市新たな交通システム導入検討委員会 （平成 23 年 2 月 10 日開催） 
 

（議題） 

○ 今後の進め方について 

○ 新たな交通システムの評価について 

○ 新たな交通システムの導入パターンについて 

第 5 回 新潟市新たな交通システム導入検討委員会 （平成 23 年 4 月 12 日開催） 
 

（議題） 

○ 新たな交通システムの導入シナリオについて 

○ 新たな交通システム導入に関する提言について 
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〔必要幅員〕 【BRT】単路部：20.0m  駅部：25.0m，【LRT】単路部：21.2m  駅部 ：24.2m ，【小型モノレール】単路部：19.7m  駅部：33.0m 

資料３ ルートの評価（区間別の特性と課題の整理） 

 

 位置図 区間イメージ 

日当たり利用者数 

【全区間整備：現行運賃】 
主要施設 

/結節点 

道路 課題・各システムの導入空間の検討 

路線名 幅員 車線数 課題 
各システムの導入空間の検討 

BRT LRT 小型ﾓﾉﾚ-ﾙ BRT LRT 小型ﾓﾉﾚ-ﾙ 

区間 

Ａ１ 
区

間
A

２区
間

B
2

区
間

D

 

12,300～ 

17,200 人 

10,900～ 

15,600 人 

8,300～ 

13,000 人 

新潟駅 

万代 

古町 

市役所 

・新潟停車場線

(東大通) 

・萬代橋通線(柾

谷小路) 

 

※BRT，LRT は

萬代橋，小型モ

ノレールは柳都

大橋を横断 

22-50m 4-8 車線 

・新潟駅連続立体

化との調整 

・システムにより若

干ルー ト変 更が

必要（BRT，LRT：

萬代橋，小型モノ

レ ー ル ： 柳 都 大

橋） 

・古町～市役所間

は，ルート設定や

道路の役割分担を

含め検討が必要 

単路部： 

導入可能

単路部： 

導入可能 

単路部： 

導入可能

 

 

駅部：  

やや難

一部インフラ

改 良 や 用 地

買収が必要 

駅部： 

やや難 

一部インフラ改

良や用地買収

が必要 

駅部：  

難あり

全 体 で イン フラ

改良や用地買収

が必要 

（※柳都大橋北

詰側で用地買収

必要） 

 その他：  

万 代 シ テ ィ

BC 前歩道橋

が支障 

その他：  

万代シティ BC 前

歩道橋が支障，

古町ローサ支障

の可能性有 

間 

Ａ２ 

新潟駅

鳥屋野潟

区間A３

区間C

万代島

区
間

D

県庁

区間B1

古町白山駅 市役所
関屋

昭和町

 

1,500～ 

13,400 人 

1,400～ 

12,800 人 

1,100～ 

10,400 人 

新潟駅 

鳥屋野潟 

南部 

(市民病院) 

・弁天線 

・鳥屋野潟公園

線 

30-55m 4 車線 

・鳥屋野潟南部イ

ベント開催時の輸

送及び平常時の

需要確保(IC から

の P&R など) 

・新潟駅連続立体

化との調整 

・バイパスとの交差

への配慮 

単路部：  

導入可能

単路部： 

導入可能 

単路部：  

導入可能

 

 

駅部：  

導入可能

駅部：  

導入可能 

駅部： 

やや難

一部 インフラ 改

良や用地買収が

必要 

 その他：  

新 潟 バ イ パ ス

に よ る 支 障 は

要確認 

その他：  

新潟バイパスに

よる支障は要確

認 

区間 

A３ 

新潟駅

鳥屋野潟

区間C

県庁

区間B1

万代島
古町白山駅 市役所

関屋
昭和町

 

 

 

 

5,300～ 

6,400 人 

5,400～ 

5,900 人 

3,700～ 

4,200 人 

市役所 

白山駅 

・国道 116 号 

・川岸町一番堀

通町線 

・白山停車場・

女池線 

・寄居浜女池線

7-22m 2-4 車線 

・未整備都市計画

道路との調整 

・ＪＲ越後線との交

差への配慮 

・市役所から白山

駅へアクセスする

導入空間を確保

するために一方

通行 ルー ト 等の

検討が必要 

単路部： 

難あり

ただし，一般交

通 と の 混 在 に

よ る 運 行 は 可

能 

単路部： 

難あり 

駅 前 ア ク セ ス

には用地買収

が 必 要 。 暫 定

的な単線整備

の可能性有 

単路部： 

難あり

駅前アクセスに

は用地買収が

必要 

 

 

駅部： 

－

 

 

駅部： 

－ 

 

駅部： 

－

 

基幹公共交通軸を７つの区間に分けて，導入上の課題を整理する。 

※ 駅を白山駅と国道 116 号に想定した場合

は問題ないが，それ以外に設置する場合はイン

フラ改良や用地買収が必要 
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〔必要幅員〕  【BRT】単路部：20.0m  駅部：25.0m，【LRT】単路部：21.2m  駅部 ：24.2m ，【小型モノレール】単路部：19.7m  駅部：
33 0 位置図 区間イメージ 

日当たり利用者数 

【全区間整備：現行運賃】 
主要施設 

/結節点 

道路 課題・各システムの導入空間の検討 

路線名 幅員 車線数 課題 
各システムの導入空間の検討 

BRT LRT 小型ﾓﾉﾚ-ﾙ BRT LRT 小型ﾓﾉﾚ-ﾙ 

区間 

Ｂ１ 

鳥屋野潟

区間C

万代島

県庁

区間A3

古町白山駅 市役所
関屋

昭和町

 

 5,200 人 4,800 人 3,500 人 

白山駅 

・国道 116 号 

・川岸町一番掘

通線 

・白山停車場女

池線 

・寄居浜女池線

7-22m 2-4 車線 

・未整備都市計画

道路との調整 

・ＪＲ越後線との交

差への配慮 

・国道 116 号以外

に設置する場合

はインフラ改良や

用地買収が必要

・市役所から白山

駅へアクセスする

導入空間を確保

するために一方

通行ルート等の

検討が必要 

単路部： 

難あり

ただし，一般交

通 と の 混 在 に

よ る 運 行は 可

能（再掲） 

単路部： 

難あり 

駅前アクセスに

は用地買収が

必 要 。 暫 定 的

な単線 整備の

可 能 性 有 （ 再

掲） 

単路部： 

難あり

駅前アクセスに

は用地買収が必

要（再掲） 

 

 

 

駅部：  

難あり

全体でインフラ

改良や用地買

収が必要 

駅部：  

難あり 

全体でインフラ

改良や用地買

収が必要 

駅部：  

難あり

全 体 で イン フラ

改良や用地買収

が必要 

 

 

     

  その他： 

ルートによって

はＪＲ越後線に

よ る 支 障 が 要

確認 

その他： 

ル ー ト に よ って

は JR 越後線が

支障 

区間 

Ｂ２ 

区
間

A
２

鳥屋野潟

区間C

万代島

区
間

D

県庁

区間A3

区
間

A
1

古町白山駅 市役所
関屋

昭和町

区間B1

 

 1,600～ 

4,100 人 

1,600～ 

4,000 人 

1,100～ 

3,500 人 

県庁 

鳥屋野潟南

部 

(市民病院) 

小張木関屋線 

女池嘉木線 
30-48m 4-6 車線 

・女池 IC，新潟中

央 IC と都心部を

結ぶメインルート

であり，自動車交

通への配慮が必

要 

・新幹線やバイパ

スとの交差への

配慮 

単路部： 

導入可能

単路部：  

導入可能 

単路部：  

導入可能

 

 

駅部：  

導入可能

駅部：  

導入可能 

駅部： 

やや難

一部 インフラ 改

良や用地買収が

必要 

 その他： 

ＪＲ越後線・上

越新幹線・新潟

バイパスによる

支障は要確認 

その他： 

JR 越後線・上越

新幹線・新潟バ

イパスが支障 

区間Ｃ 

区
間

A
２区

間
B

2

区
間

A
1

 

 3.600～ 

7,600 人 

3,500～ 

7,300 人 

2,400～ 

5,500 人 

新潟駅南口
出 来 島 上 木 戸

線(笹出線) 
16-22m 2 車線 

・導入空間の確保

(道路拡幅など） 

・新幹線の高架と

交差する箇所で

の配慮が必要 

単路部：  

難あり

ただし，現行幅

員 で は ， 一 般

交 通 と混 在の

運用が可能 

単路部：  

難あり 

ただし，現行幅

員では単線整

備の暫定運用

が可能 

単路部：  

難あり

 
 

 

駅部：  

難あり

全体でインフラ

改良や用地買

収が必要 

駅部：  

難あり 

全体でインフラ

改良や用地買

収が必要 

駅部：  

難あり

全 体 で イン フラ

改良や用地買収

が必要 

 その他： 

上越新幹線に

よ る 支 障 は 要

確認 

 

その他： 

上越新幹線が支

障 



21 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 位置図 区間イメージ 

日当たり利用者数 

【全区間整備：現行運賃】 
主要施設 

/結節点 

道路 課題・各システムの導入空間の検討 

路線名 幅員 車線数 道路上の課題 
各システムの導入空間の検討 

BRT LRT 小型ﾓﾉﾚ-ﾙ BRT LRT 小型ﾓﾉﾚ-ﾙ 

区間Ｄ 

鳥屋野潟

区間C

万代島

県庁

区間A3

古町白山駅 市役所
関屋

昭和町

区間B1

 

 

400 人 400 人 200 人 

万代 

万代島 

朱鷺メッセ 

佐渡汽船 

・東港線（国道

113 号） 

・万代島臨港道

路 1 号線（国道

350 号） 

・万代島臨港道

路 2 号線（国道

350 号） 

 

 

22-29m 4 車線 

・万代島臨港道路

1 号線と柳都大橋

との交差への配慮

単路部： 

導入可能

単路部： 

導入可能 

単路部： 

導入可能

 

 

 

駅部： 

導入可能

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駅部： 

導入可能 

 

駅部： 

難あり

一部インフラ改

良や用地買収が

必要 

ただし，沿道の

土地利用状況に

応じて，特例値

の採用可能性有

 

※ 駅を万代島臨港道路１

号線と万代島臨港道路２号

線上に想定した場合は問題

ないが，東港線に設置する場

合はインフラ改良や用地買

収が必要 
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大分類 小分類 概要 評価指標 ＢＲＴ ＬＲＴ 小型モノレール 

Ⅰ
ま
ち
づ
く
り
に
関
す
る
指
標 

（１） まちのイメージへの寄与 新たな交通システムの導入によって，「導入車両」，「走行空間」，「停

留所」の存在等が，まちの「シンボル性」や「景観」に与える影響や，

来訪者に与えるイメージについて箇所別に評価する。 

① シンボル性 ３位 １位 １位 
② 景観に与える影響 １位 ２位 ３位 
③ 広幅員道路における車窓からの眺望 ２位 ２位 １位 

（２） 自動車利用者等への影響 新たな交通システムの導入による道路の車線や自動車の走行環境，歩行

者・自転車への影響が少なく，道路交通の安全性が高いものを優位とす

る。 

①  道路の車線数や一般車両の走行速度への影響 ２位 ２位 １位 
②  歩行者・自転車の快適性等に対する影響 １位 ３位 ２位 
③  道路交通事故の発生頻度への影響 ２位 ２位 １位 

（３） 環境負荷の低減 新たな交通システムの導入により，自動車からの転換やバス路線の走行

区間短縮による環境負荷の変化，新たな交通システムからの環境負荷を

考慮し，負荷軽減の大きいものを優位とする。 

① CO2 排出量の変化 ３位 １位 ２位 

② NOＸ排出量の変化 ２位 １位 ３位 

（４） 需要変化への対応 「都市形態の変化に伴う需要の変化」に対する路線変更や延伸，「イベ

ント開催による一時的な需要の変化」に対する増便など，柔軟に対応で

きるシステムを優位とする。 

① 都市形態の変化への柔軟な対応の可能性（整備の規模等） １位 ２位 ３位 

② イベント開催等の一時的な需要変化の場合の他交通手段との連携 １位 ２位 ２位 

（５） ユニバーサルデザイン 
への配慮

交通システムの停留所へのアクセスや，停留所の待ち空間，車両の乗り

心地等について，ユニバーサルデザインの視点から満足できているシス

テムを優位とする。 

① 停留所へのアクセス時の移動（上下移動） １位 １位 ３位 
② 停留所へのアクセス時の移動（道路横断） ２位 ２位 １位 
③ 停留所の待ち空間の快適性・バリアフリー ２位 ２位 １位 
④ 乗降時のバリアフリー対応（車両等） ３位 １位 １位 
⑤ 車両の乗り心地 ３位 １位 １位 

〔補足１〕 中心市街地の活性化 新たな交通システム導入による中心市街地活性化への寄与) 

(新たな交通の中心市街地活性化への寄与) 
歩行者と一体となった

まちづくりが可能（トラ

ンジットモール等） 

歩行者と一体となったま

ちづくりが可能 （トラン

ジットモール等） 

駅を中心とした大規模イ

ンフラ整備によるまちづ

くりの可能性がある 

Ⅱ
シ
ス
テ
ム
の
性
能
に
関
す
る
指
標 

 
 

（６） 定時性確保 新たなシステムが道路の一般車両から受ける影響の有無。「専用走行空

間の確保」や「信号交差点の有無」から，他の交通との分離の度合いが

高いシステムを優位とする。 

○ 自家用車等道路交通にから受ける速度低下の要因の程度 ２位 ２位 １位 

（７） 停留所までのアクセス 利用者の停留所へのアクセス時の負荷。新たな交通システムを比較し，

停留所への移動距離・時間が短いシステムを優位とする。 
○ 移動距離の程度（停留所間隔を指標とする） １位 １位 ３位 

（８） 速達性向上 新たな交通システムの導入前後の，利用者の所要時間の変化。一人当た

りの所要時間の減少が大きいシステムを優位とする。 

① 各システムの乗車時間（走行速度） ２位 ２位 １位 
② 公共交通利用者の所要時間の短縮（1 人当たり・新潟市全体） １位 ２位 ３位 

（９） 乗換のしやすさ 
(連続性確保) 

利用者の自家用車やバス等への乗換の有無や，乗換施設における乗換え

のしやすさ（上下移動）について，利用者にとって乗換の抵抗感が少な

いシステムを優位とする。（基幹公共交通軸の沿線以外からの利用者に

も着目する。） 

① 郊外方面からの乗換えの有無 １位 ２位 ２位 

② 乗換時の容易さ（乗換時の上下移動の有無，移動距離を指標とする） １位 １位 ３位 

（１０） 新潟市の気候への配慮 システムとしての気候特性への対応。積雪時その他異常気象時にも安定

したシステムを優位とする。（積雪地域における導入実績や対策方法に

ついて比較し，対応が確実なものを評価） 

○ 耐雪性（積雪地での導入有無） １位 １位 ３位 

〔補足〕 耐雪性（除雪方法とその必要性）    

（１１） わかりやすさ 新たな交通システムを利用しようとする際に，利用者が路線の存在がよ

りわかりやすいシステムを優位とする。 
○ わかりやすさ ３位 ２位 １位 

〔補足２〕輸送力 最大断面の需要量に対して必要な輸送力があるかどうかを確認する。 ○ピーク時運行間隔（2 分）での輸送能力 〔※需要増加への対応〕  

Ⅲ
事
業
規
模
等

に
関
す
る
指
標 

（１２） 採算性  新たな交通システムの事業の採算性。需要予測結果より試算し，採算性

があり，公的負担額が少ないシステムを優位とする。 

① 従来型方式による採算性（累積損益，黒字化までの期間） １位 ２位 ３位 
② 公設型方式による採算性（累積損益，黒字化までの期間） １位 ２位 ３位 

（１３）公的負担額 ① 従来型方式による公的負担額（市） １位 ２位 ３位 
② 公設民営方式による公的負担額（市） １位 ２位 ３位 

〔補足３〕 事業費 新たな交通システムの整備と運営に要する概算費用を算出し，事業規模

の大きさを把握する。 

① 初期投資費 （１位） （２位） （３位）  
② 年間維持管理費 （１位） （２位）  （３位） 

Ⅳ
事
業
環
境
に 

   

関
す
る
視
点 

（１４） 導入空間の確保 新たな交通システムの導入空間の確保のしやすさ。支障の少なさや，幅

員確保の工夫。道路の標準断面の幅員をもとに区間ごとに導入の可否を

整理し，支障構造物が少なく導入空間を確保できるシステムを優位とす

る。 

① 単路部での導入空間確保 １位 ２位 ３位 
② 駅部での導入空間確保 １位 １位 ３位 
③ 上部構造物の支障物 １位 ２位 ３位 
④ 道路下部の支障物 １位 １位 ３位 

（１５） 運行開始までの期間 他都市の事例をもとに整備スケジュールを想定し，新たな交通システム

の運行までの期間を比較し，期間が短いシステムを優位とする。 

① 運行までの期間（想定） １位 ２位 ３位 
② 導入までの技術的課題（道路整備等） １位 ２位 ３位 

〔補足４〕 関連法令 各システムにおける主な関連法令について整理する。 ○ 事業に関連する法制度  
〔補足５〕 関連機関との 

調整事項 
新たな交通システム導入による他交通手段への影響について，バス利用

者の転換人数を算出することで確認する。 
○ 自家用車からの転換人数  

３つのシステムについて，｢まちづくり｣「システムの性能」「事業規模等」「事業環境」の４つの視点から評価指標ごとに評価（順位付け）について，システムの特徴を整理する。 

資料４ 新たな交通システムの評価（一覧表）
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資料５ 導入パターン 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

前提条件

基幹軸の検討対象システム

ＢＲＴ、ＬＲＴ

基幹軸の優先整備区間

区間Ａを優先整備区間
特に区間Ａ①を最優先

１） 区間Ａにおける導入パターン

ＢＲＴを継続的なシステムとして導入

継続的に単一システムを導入
＜ＢＲＴ＞

２） 全区間（区間Ａ及びその他区間）における導入パターン

ＢＲＴ Ｂ

ＢＲＴ

区間Ａ ＢＲＴ

当面はＢＲＴを導入し、ＬＲＴへ切り替える

段階的にシステムを導入
＜ＢＲＴ、ＬＲＴの組み合わせ＞

Ａ区間 ＢＲＴ ＬＲＴ

継続的に単一システムを導入
＜ＬＲＴ＞

パターンＬ
ＬＲＴを継続的なシステムとして導入

Ａ区間 ＬＲＴ

ＢＲＴ

区間Ａについて、『①継続的に単一システムを導入するパターン』と『②段階的にシステムを導入するパターン』の２パターンに分けて整理する

全区間（基幹公共交通軸）の導入パターンについては，区間Ａ以外の導入パターンと区間Ａの３つのパターンとの組み合わせのなかで整理する

区間Ａ

パターンＢＬパターンＢ

全区間 区間Ａ以外

×＝
ＢＲＴ

パターンＢＬ

 

これまで行ってきた「システムの評価」及び「ルートの評価」をふまえ， 

①優先整備区間（区間Ａ）への新たな交通システム導入のパターン    ②全区間（“日”の字全体）への新たな交通システム導入のパターン 

について整理するとともに、各パターンの特徴について整理した。①②において各パターンの特徴についての議論し、導入に向けた「シナリオ」として整理する。 

要 旨 

＜概要＞ 

区間A 区間 A 区間 A 

区間Ａ 

その他区間 

（区間Ａ以外）
パターンＬ

パターンＢ

パターン２

その他区間 

その他区間 パターン３

パターン１ 現状強化

その他区間 

現状強化 ＬＲＴ

現状強化
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